
廿日市市男性の子の看護等休暇取得促進奨励金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、市内企業における男性の子の看護等休暇の取得及び

仕事と家庭を両立しやすい職場環境整備を促進するため、市内企業に勤

務する男性労働者が子の看護等休暇を取得した場合に、事業主に対し、

予算の範囲内において廿日市市男性の子の看護等休暇取得促進奨励金

（以下「奨励金」という。）を交付することについて、廿日市市補助金

等交付規則(平成５年規則第１０号）に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、「子の看護等休暇」とは、育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律

第７６号。）第１６条の２に規定する子の看護等休暇をいう。

（対象事業者）

第３条 奨励金の対象となる者（以下「対象事業者」という。）は、第５

条において定める交付申請日時点において、中小企業基本法（昭和３８

年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業者等で、次の各号のいず

れにも該当する者とする。

（１）市内に本社または事業所を有すること。

（２）雇用保険適用事業所の事業者であること。

（３）「はつかいち子育て応援宣言企業」に登録していること。

（４）就業規則等に次の全てに該当する子の看護等休暇制度の規定を設

けていること。

ア 年次有給休暇とは別途取得できる有給の休暇であること

イ 対象となる子１人あたり年５日（２人以上の場合は年１０日）

以上の休暇が付与されること。

ウ 養育する子が小学校３年生を修了するまで利用できる制度であ

ること。



（５）次のいずれにも該当しないこと。

ア 国又は法人税法別表第一に掲げる公共法人

イ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）に規定する「性風俗関連特殊営業」又は当該

営業に係る「接客業務受託営業」を行う事業者

ウ 政治団体

エ 宗教上の組織又は団体

オ 廿日市市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）第２条第１

号、第２号及び第３号に規定する暴力団、暴力団員及び暴力団員

等に該当する者又はこれらの者と密接な関係を有する者

（６）市税を滞納していないこと。

（７）次に掲げる要件の全てに該当する男性労働者（以下「対象労働

者」という。）を雇用していること。

ア 雇用保険の被保険者であること。

イ 市内事業所に勤務していること。

ウ 令和７年４月１日以降に、対象労働者合わせて４０時間以上制

度を利用していること。

（奨励金の額）

第４条 交付する奨励金の額は、１事業者につき１０万円とする。

２ 同一事業者に対する交付は、単年度において１回を限度とする。

（交付の手続）

第５条 奨励金の交付を受けようとする対象事業者は、対象労働者が子の

看護等休暇を合わせて４０時間以上取得した日の翌日から３か月以内、

又は取得した日の翌日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日まで

に廿日市市男性の子の看護等休暇取得促進奨励金交付申請書兼実績報告

書兼請求書（別記様式第１号。以下「交付申請書」という。）に別表に

掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。

（交付決定の通知）

第６条 市長は、前条に規定する申請があったときは、その内容を審査し、



適当と認めるときは、奨励金の交付を決定し、廿日市市男性の子の看護

等休暇取得促進奨励金交付決定兼額確定通知書（別記様式第２号）によ

り、対象事業者に通知するものとする。

２ 市長は、前項の審査の結果、奨励金の交付を不適当と認めるときは、

廿日市市男性の子の看護等休暇取得促進奨励金不交付決定通知書（別記

様式第３号）により、対象事業者に通知するものとする。

（申請の取り下げ）

第７条 対象事業者は、交付申請書が受理された後に申請を取り下げる場

合は、遅延なく市長に廿日市市男性の子の看護等休暇取得促進奨励金申

請取下書（別記様式第４号）を提出しなければならない。

（交付決定の取り消し）

第８条 市長は、申請者が次に掲げる要件のいずれかに該当すると認める

ときは、廿日市市男性の子の看護等休暇取得促進奨励金交付決定取消通

知書（別記様式第５号）により、奨励金の交付の決定を取り消すことが

できる。

（１）この要綱の規定に違反したとき。

（２）交付対象要件に該当しない事実が発覚したとき。

（３）交付申請書に虚偽の記載をしたとき。

（４）その他不正の行為があると認められたとき。

（奨励金の返還）

第９条 市長は、奨励金の交付の決定を取り消した場合において、奨励金

の当該取消しに係る部分に関し、すでに奨励金が交付されているときは、

期限を定めて、その返還を命ずるものとする。

（加算金及び延滞金）

第１０条 対象事業者は、第８条の規定に基づく取り消しにより、奨励金

の返還が命ぜられたときは、規則の定めに従い、加算金及び延滞金を納

付しなければならない。

（帳簿の備付け）

第１１条 対象事業者は、当事業に関する帳簿及び書類を備え、これを当



該事業の完了の日から起算して５年を経過した日の属する市の会計年度

の末日まで保存しておかなければならない。

（補足）

第１２条 この要綱に定めるもののほか、奨励金の交付に必要な事項は、

市長が別に定める。

附 則

この告示は、令和７年５月１日から施行する。



別表（第５条関係）

１ 本社又は事業所が市内に所在すること及び市内で営業している

ことが確認できる書類

法人の場合：商業・法人登記謄本の写し

個人事業者の場合：開業届の写し（税務署の受付印がある

もの）

２ はつかいち子育て応援宣言企業登録証の写し

３ 就業規則等の写し

（１）就業規則の作成・届出を行っている場合

・ 子の看護等休暇制度を規定した就業規則の写しを添付

子の看護等休暇制度に係る規定を別に定めている場合

は、併せて添付

（２） 従業員数１０名未満の事業所で就業規則の作成・届出を

していない場合

・ 子の看護等休暇制度の措置を明文により規定し、従業

員に周知されていることを確認できるものを添付

例：メールの写し、回覧・配布した書類、掲示物（社内に掲示

した場合は社内に掲示していることが客観的にわかる写真等）

４ 当該奨励金の申請に係る誓約書

５ 市税の滞納がないことの証明

※ただし、申請書で自社の課税資料、市税収納状況について市

が確認することに同意する場合は提出不要

６ 対象労働者の雇用保険被保険者証の写し



７ 子の看護等休暇の取得状況が確認できる書類

・対象労働者から提出された子の看護等休暇取得申請書の写し

等

８ 対象労働者の子に子がいることや子の出生日が確認できる書類

・母子健康手帳、住民票、子の健康保険証写し等

９ 対象労働者の勤務場所や所定労働時間等が確認できる書類

・労働条件通知書等

10 対象労働者の子の看護等休暇取得実績が確認できる書類

・出勤簿、タイムカードの写し等

11 廿日市市口座振替依頼書※未登録の場合

12 その他市長が必要と認める書類


